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｣56％
54％
帰国者自身の努力 蟻ＩｉＬＦｊと
鼠鐡閻M鯛,3％ □ 兵庫理解及びアドバイス
騒雨,醤指導員の指導 園京都
40％
囹鰯鰯翻露3Mmmﾛ54％政府の呼びかけ
日本語能力養成システム
の充実 64％１４％
その他
露輌壹三'6％無記入
0％１０％２０％３０％４０％５０％６０％７０％
図７．現在の住生活水準を高めるために必要な条件
水が使えなかった
ガスが使えなかった
言葉のせいで正確な情報が
入らなかった
電気が使えなかった
同じ彼難所の人とうまく交
流が出来なかった
親戚や友人と連絡がとれな
かった
その他
0％５％１０％１５％
図８．震災直後不便に思ったこと
20％２５％
(よ祖国とはいえ，中国に長い間生活していたために文
化的には中国が祖国である．また，多くの帰国者から
｢公営住宅に入りたくても，抽選でなかなか当たらな
い」という声も聞かれた．②言葉のギャップは帰国
者の住生活にマイナス影響を与え，「近隣に親しい人
がいない」世帯を少なからず存在させている．なお，
｢町内会に参加しない」などの意識や行動の共通した
理由にもなっていることが明らかになった．帰国者に
は日本語を習得するための場所と機会が必要だが，現
時点では，帰国者数に対して日本語が学べる施設の数
も少なく，場所も限られている．期間も帰国後１年２
カ月の帰国者のみを対象としている程度であり，十分
とは言えない．③帰国者間の繋りが薄い．兵庫在住
の帰国者に限らず，京都在住の帰国者も地域によって
(よ自ら閉鎖的になっている場合もある．
兵庫独特の問題としては，調査によ’ては，調査により下記の問題が
明らかになった．①中国帰国者（一世）の場合は，
希望した住宅に抽選で入れる一般の日本人とは異なり，
空いている住宅に行政による割り当てで入ることにな
っている．したがって，高齢ながらもやむを得ず中届
,住宅（５階建て）の最上階の公営住宅に住んでいるケ
ースも多く存在している．ゆえに震災のような非常事
態が生じた場合，非常に困窮な立場におかれてしまう．
例えば，伊丹市のある公営住宅の最上階（５階建て）
に住むＡ氏は，６０代の夫婦２人での生活である．震
災後約１カ月間は団地の決められた場所から５階の自
宅まで階段を上り下りして水を運んで暮らしてきた．
これはヒアリング調査の一例にすぎないが，同じ状況
7０ (818）
中国帰国者の住生活に関する研究
間ボランティアの働きかけが必要である．④帰国者
は地域における様々な活動に積極的に参加すべきであ
る．帰国者も地域社会を構成する重要な一員であるか
ら，地域社会の復興のためにも一定の責任を担ってい
る．地域社会を活性化させる活動に参加することによ
り，充実した人生を生きられるだけではなく，帰国者
の存在を認められ，自ら自分自身の存在を理解しても
らえるように日本社会に対してアピールすることにも
なる．⑤帰国者にとっては，物質的な援助はともか
く，精神的なケアも必要である．なお，行政側は帰国
者の苦情や願いを聞く耳を持ち，帰国者とくに復興過
程にいる帰国者には理解ある対応をすることが求めら
れているとの意見が複数の帰国者や帰国者を支援する
ボランティアから聞かれた．
におかれた帰国者（－世）が少なからずいることは予
測される．②今回の震災のような非常事態が発生し
た時には，言葉のギャップによって被災地の帰国者に
もたらされるマイナス影響は大きく，帰国者から「震
災時，コミュニケーションが取れなくて不便と感じた」
との声が聞かれた（図８参照)．③京都と比べて，兵
庫のほうは，帰国者のための組織も少なく，当然帰国
者間の交流を促す催しも少ない．④「知り合いの日本
人から古い生活用品などをあげると言われ，見下され
たと思い，プライドを傷つけられた」という声が聞か
れた．このような例は被災後，しばらくして仮設住宅
に入ったものの，帰国者であり，かつ被災者であるこ
との負い目が過敏に反応した結果である．日頃の相互
理解が足りなかったことがもたらした問題と言える．
⑤震災後，行政からの援助も不十分で，帰国者への
関心も薄い．震災後の応急処置として，行政は被災者
に対して様々な対策を取ったが，帰国者特有の対策は
なかったつまり，外国人でもなく，留学生でもなく，
しかし日本語を話せない日本人である帰国者は行政の
救済の対象とはなり得なかった．
したがって，帰国者の住生活向上のために，被災地
である兵庫に限って言えば，帰国者の住生活の復興の
ためには，以下の課題が考えられる．
①現行の日本語養成システムを充実し，場所の増
設はともかく，期間の延長なども考慮すべきである．
②住宅に関しては，震災のような非常事態に備えた
住宅設備の充実が必要であると思われる．例えば，非
常事態が生じても，ｉ）家具等が倒れることにより居
住者に身体的な被害をもたらすことを防ぐための住戸
内における家具等の固定措置，ｉｉ）言葉が不十分であ
るため，生活に必要な情報が入りにくい帰国者が戸惑
わないように，各棟毎に貯水タンクや蓄電設備を設置
すること，などの意見が帰国者から聞かれた．ｉ）に
ついては，一般の日本人にも対応でき，有効な意見で
あると思われる．また，中国と日本の住まいの文化や
生活習慣の違い，高齢者・病弱者の事情などを配慮し
た上での住宅供給などの政策を検討する必要が十分あ
ると思われる．③ボランティア団体が主催する帰国
者のための援助活動および帰国者自身による組織づく
りに対して，行政側は支援すべきである．非常事態が
生じた場合，帰国者が地域住民および近隣と互いに助
けあえるように，普段からそれぞれ所属している文化
背景を理解し尊重したうえで，頻繁にコミュニケーシ
ョンを取るように自治体，地域コミュニティおよび民
６．要約
本報告では，震災の影響を強く受けた兵庫県と，周
辺都市でありながら震災の影響が少なかった京都府の
中国帰国者世帯を対象にして，住生活の実態と抱えて
いる問題点を明らかにし，兵庫における震災復興に向
けての課題について考察することを目的としている．
結果は以下の諸点に要約される．
（１）言葉のギャップは帰国者の住生活にマイナス影
響を与えている．特に被災地の居住者の場合，その影
響が大きいすなわち，言葉の障害がネックとなり，
帰国者の情報源を閉ざし，帰国者が祖国である日本に
おいて生活に溶け込むことを困難にしている．中国帰
国者が閉鎖的な立場に置かれているという現状を改善
するためには，帰国者のための日本語能力養成システ
ムの充実が必要である．
（２）中国と日本の住まいの文化の違い（起居様式，
入浴習慣，空間に対する意識，生活習`慣）が原因で，
帰国者特有の住生活上の問題が見られる．したがって，
中国と日本の住まいの文化生活習慣の違いを配慮し
た上での住宅供給政策，あるいは適切な住まい方のア
ドバイスが必要である．
（３）低収入で，高齢者が多く，日本語が不自由な帰
国者（子女である二世も含む）は生活弱者に位置づけ
られる．とくに被災地在住の帰国者は震災体験を通じ
て，帰国者が自力で自立しようと思っても限界があり，
地域生活を共にする近隣の人々の理解や日常的なはた
らきかけが欲しいと思っている．
（４）帰国者同士の間でも交流は必ずしも活発とは言
えない．京都では民間ボランティア団体の「中国帰国
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者支援の会」があるので，年に何回か交流会が催され
るが，兵庫の場合はそのような組織的な活動は活発で
はないため，帰国者には知られていない．今回の被災
地における調査から，「帰国者の間の繋がりを強くし
たい」「帰国者自身の組織をつくるにあたって，国や
自治体からの支援が必要」との意見が聞かれた．なお，
帰国者は「親しい人がいない」「組織づくりに支援し
てほしい」という不満や要望を述べているが（4-(3))，
これらの改善のためには，①普段から帰国者と同地
域の一般の日本人とのコミュニケーションが円滑にい
くように地域の責任者ははたらきかけること，②日
本人でありながら，言葉の分からない帰国者の事情を
常に念頭に置く必要性を施策者や地域住民に意識させ
ること，③非常事態が生じた場合，地域の責任者が
配慮して避難所の所在などの情報を帰国者のところに
も流すこと，などの点が考えられる．これらは今後の
非常事態に備えての地域生活管理のあり方を考える際，
有効な参考資料になり得ると思われる．
本研究は，第４９回日本家政学会大会で口頭発表し
たものをまとめなおしたものである．本調査を実施す
るにあたり，ご協力いただいた兵庫県と京都府の中国
帰国者，ならびに関係官庁や機関に対して深く感謝申
し上げます．
庁や機関に対して深く感’
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